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	事業費


　補正要求額：435千円
（現計予算額：100,322千円　補正後予算額：100,757千円）

	要求内容


	１　要求の内容


（1） 放射性物質モニタリング検査に伴う維持経費
県内に流通する農畜産物や県内の5水系を原水等とする水道水などについて、放射性物質の検査を行うための機器稼働に伴う光熱水費。

	２　所要経費


（１）光熱水費（435千円）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


（１）平成23年３月11日に発生した東日本大震災に起因する福島第一原子力発電所からの放射性物質流出事故の影響で、福島県をはじめとした北関東において原乳やホウレンソウ等の食品から食品衛生法の暫定規制値を超える放射性物質が検出された。
（２）県では、県民の不安解消や安全確保の観点から早急な対応が必要と判断し、４月５日、食品や水中に含まれる微量な放射線量及び核種（原子核の種類）の測定機器であるゲルマニウム半導体検出器を２台購入するよう専決処分にて予算措置した。現在、当該機器の購入手続きを進めており、８月末までに納品予定である。
（３）９月から放射性物質の検査を開始するため、機器の稼働に必要な光熱水費を手当する必要がある。

	３　これまでの取組に対する評価


　福島第一原子力発電所からの放射性物質の放出が現時点でいつ収束するのか見込みが立っておらず、かつ相当長期間にわたり放射性物質の放出が予想され、年単位で汚染状況の監視が必要な状況である。このような状況の中、食品等の安全・安心に対する県民の不安感を払拭するために、放射性物質の検査体制を強化するため、現在１台の運用を３台に増強することとした。
今後、県内を流通する農畜産物などについて、放射性物質の検査を実施する。

	決定額の考え方


３月補正で整理することとし、今回の補正計上を見送ります。
	要求額の財源内訳（単位：千円）
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